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評価結果

中期目標（「教育研究等の質の向上」）
の達成状況に関する評価

活用

要請
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学部・研究科等の現況分析
○教育の水準（質の向上の状況を含む）
○研究の水準（質の向上の状況を含む）

公表

第３期中期目標期間評価の全体像

大学改革支援・学位授与機構が実施した国立大学法人等の第３期中期目標期間

（４年目終了時）における教育研究の状況の評価について 
 
 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 
 

１ 評価の目的 
 国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下「国立大学法人等」という。）は、第３期

中期目標期間（平成 28 年度～令和３年度）終了時に見込まれる業務実績について、その評

価結果を次期（第４期）の中期目標・中期計画に反映するため、４年目終了時に文部科学省

の国立大学法人評価委員会（以下「法人評価委員会」という。）の評価を受けることとなっ

ています。（国立大学法人法第 31 条の２第１項） 
 大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）では、法人評価委員会から要請を

受けて、国立大学法人等の第３期中期目標期間の業務実績のうち、教育研究の状況について

評価を実施しました。（国立大学法人法第 31 条の３第１項） 
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２ 評価方法 
 各国立大学法人等の自己点検・評価に基づき、各国立大学法人等の教育研究の特性に配慮

しつつ、評価を行いました。 

 
(1) 国立大学法人等における自己点検・評価 

各国立大学法人等においては、機構が作成した実績報告書作成要領に従って自己点検・

評価を実施し、教育研究評価に係る実績報告書（達成状況報告書及び現況調査表）を作成

しました。 
 
(2) 教育研究の状況の評価 

 教育研究の状況の評価として、「中期目標に関する達成状況評価」及び「学部・研究科

等の現況分析」を行いました。なお、評価に当たっては、各国立大学法人等からの提供を

基にしたデータ分析集や認証評価の評価結果等を活用しました。 
 

① 中期目標に関する達成状況評価 
   この評価は、国立大学法人等ごとにその全体を対象とし、「大学の教育研究等の質の

向上に関する目標」、または「研究機構の教育研究等の質の向上に関する目標」に掲げ

られている教育研究に関連する中期目標及び中期計画について、各国立大学法人等から

提出された達成状況報告書等に基づき、書面調査及びヒアリングにより、その達成状況

の評価を行いました。 

   その際には、各国立大学法人等が記載した個性の伸長に向けた主体的な取組の内容

を踏まえて評価を行いました。 

また、法人評価委員会から認められた「戦略性が高く意欲的な目標・計画」について

は、当該中期計画が計画通り実施できていない場合においても、教育研究の質の向上や

高い教育研究水準の実現が確認できる場合には、プロセスや内容等を考慮して評価を行

いました。さらに、明らかに新型コロナウイルス感染症の影響で計画通りに実施できて

いない場合においても同様に考慮して評価を行いました。 

そして、最終的な判定を行うに当たっては、第３期の評価においては、法人評価委員

会からの要請を踏まえ、後述の学部・研究科等の現況分析の判定結果を加算・減算して

おり、現況分析結果を十分に活用しました。 

※ この評価は各法人における目標・計画に即して行うものであり、各法人を相対的に 

評価するものではありません。 

 

   中期目標（大項目）、（中項目）の判定は、以下の区分により示しています。 

「中期目標の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある」 
「中期目標の達成に向けて計画以上の進捗状況にある」 
「中期目標の達成に向けて順調に進んでいる」 
「中期目標の達成に向けておおむね順調に進んでいる」 

「中期目標の達成のためには遅れている」 
「中期目標の達成のためには重大な改善事項がある」 
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中期目標（小項目）の判定は、以下の区分により示しています。 

「中期目標の達成に向けて進捗し、特筆すべき実績を上げている」 
「中期目標の達成に向けて進捗し、優れた実績を上げている」 

「中期目標の達成に向けて進捗している」 
「中期目標の達成に向けて十分に進捗しているとはいえない」 
「中期目標の達成に向けて進捗していない」 

 

中期計画の判定は、以下の区分により示しています。 

「中期計画を実施し、優れた実績を上げている」 
「中期計画を実施している」 

「中期計画を十分に実施しているとはいえない」 
 

② 学部・研究科等の現況分析 

現況分析は、学部・研究科等を対象とし、各国立大学法人等から提出された現況調査

表等に基づき、書面調査により「教育の水準」及び「研究の水準」の評価を行いました。 

各国立大学法人等が現況調査表を作成するに当たっては、４つの分析項目「教育活動

の状況」、「教育成果の状況」、「研究活動の状況」及び「研究成果の状況」の下に 11

の学系別に「記載項目」を設定し、各記載項目の記載内容について一定の標準化を図り

ました。 
また、判定に当たっては、各学部・研究科等の目的に照らして、取組や活動、成果の   

状況がどの程度の質にあるかを判断しました。その際、第２期中期目標期間終了時点と

評価時点での質の向上の状況も含めて判断しました。したがって、各学部・研究科等を

相対的に評価するものでありません。 

 
   分析項目ごとの段階判定は、以下の区分により示しています。 

「特筆すべき高い質にある」 
「高い質にある」 
「相応の質にある」 
「質の向上が求められる」 
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③ 研究業績水準判定 
   研究業績水準判定は、学部・研究科等の代表的な研究業績を対象とし、各国立大学 

法人等から提出された研究業績説明書に基づき、書面調査により評価を行いました。 
 判定に当たっては、研究業績説明書における研究業績の要旨、第三者による評価結果

や客観的な指標等を踏まえ、「学術的意義」と「社会、経済、文化的意義」の側面から、

以下の判断基準に基づき、SS、S、S 未満の区分で行い、その結果を現況分析部会及び

達成状況判定会議に提出しました。 
 

○学術的意義での判断基準 
SS：「当該分野において、卓越した水準にある」 
S：「当該分野において、優秀な水準にある」 

○社会、経済、文化的意義での判断基準 
SS：「社会、経済、文化への貢献が卓越している」 
S：「社会、経済、文化への貢献が優秀である」 
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３ 評価体制 
 機構の国立大学教育研究評価委員会の下に、達成状況判定会議、現況分析部会及び研究業

績水準判定組織を編成し、評価を行いました。 
 達成状況判定会議は、各法人の規模・構成に応じて８グループを編成しました。現況分析

部会は、学問分野別に 11 の学系部会を設置しました。また、研究業績水準判定組織は、科

学研究費助成事業の分類（中区分）を基とした 65 の専門部会を設置し、各専門部会には小

区分を定めて複数名の評価者を配置しました。 
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４ 評価報告書について 
 「評価報告書」は、「中期目標の達成状況に関する評価結果」、「教育に関する現況分析

結果」及び「研究に関する現況分析結果」から構成されています。 
 

○ 中期目標の達成状況に関する評価結果 

 中期目標の達成状況に関する評価結果は、それぞれの中期目標（大項目、中項目）ごとに

段階判定の評価結果を示すとともに、その結果を導いた理由を記述しました。 

 中期目標（小項目）については、それぞれの判定及び判断理由を記述するとともに、判定

の要素となる特記事項（優れた点、特色ある点及び改善を要する点）を記述しました。 

 判定結果一覧表では、中期目標（大項目、中項目、小項目）、中期計画ごとの判定ととも

に、それぞれ下位にある中期目標・中期計画の判定の平均値（現況分析による加算・減算を

含む）を示しています。 

 

○ 教育に関する現況分析結果及び研究に関する現況分析結果 

 教育に関する現況分析結果及び研究に関する現況分析結果は、教育の水準、研究の水準の

分析項目ごとの判定結果と、その判定結果を導いた理由について記述しました。 

また、学部・研究科等の目的や特徴、特色等に即して、特記事項（優れた点、特色ある点

及び改善を要する点）を記述しました。 
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５ 審議経過 

＜令和２年＞  

・７月 研究業績水準判定の書面調査 

・８月～10 月 達成状況評価、現況分析の書面調査 

・10 月 15 日 

～10 月 29 日 

現況分析部会（第１回） 

現況分析結果（素案）の審議 

・11 月 10 日 

～11 月 24 日 
国立大学法人等に対し、分析に当たっての確認事項の照会（現況分析） 

・10 月 14 日 

～11 月 10 日 

達成状況判定会議（第１回） 

評価結果（素案）の審議 

・11 月 25 日 

～12 月８日 

国立大学法人等に対し、ヒアリングに向けての確認事項の照会 

（達成状況評価） 

＜令和３年＞  

・１月 14 日 

～１月 27 日 

現況分析部会（第２回） 

現況分析結果（原案）の審議 

・３月 19 日 運営小委員会（現況分析） 

・１月 25 日 

～２月 10 日 
国立大学法人等に対し、ヒアリングを実施 

・３月 18 日 

～３月 26 日 

達成状況判定会議（第２回） 

評価結果（原案）の審議 

・３月 31 日 運営小委員会（達成状況評価） 

・４月７日 
国立大学教育研究評価委員会 

評価報告書（案）の審議 

・４月９日 

～４月 26 日 
評価報告書（案）に対する国立大学法人等からの意見申立ての受付 

・５月 25 日 
意見申立審査会 

意見申立ての対応の審議 

・６月３日 
国立大学教育研究評価委員会 

 評価報告書の審議・決定 

 （その後、法人評価委員会に評価報告書を提出） 
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  TEL 042-307-1612 1613 

  e-mail kikaku@niad.ac.jp 

 

   

  TEL 042-307-7907 7909 7911 

  e-mail gyoseki1@niad.ac.jp 
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  e-mail kikaku@niad.ac.jp 

 

   

  TEL 042-307-7907 7909 7911 

  e-mail gyoseki1@niad.ac.jp 
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187-8587 1-29-1 

 

  

  TEL 042-307-1612 1613 e-mail kikaku@niad.ac.jp 

 

   

  TEL 042-307-7913 7915 7916 7918 

  e-mail gyoseki1@niad.ac.jp 

参考 15

〔主担当・副担当回答様式〕 
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〔チーム主査・有識者回答様式〕 
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URL  

 

 

 https://forms.gle/HGyzSxmX5a4yYRfW6 

 

 

 https://forms.gle/XAerKsbYgsoWbbmy9 

   

   

 

 

 https://forms.gle/nqwkkneQgw22nstN7 

   

 

 

 

  

 

  

  TEL 042-307-1612 1613  

E-mail kikaku@niad.ac.jp 

 

   

  TEL 042-307-7913 7915 7916 7918 

  E-mail houjinsystem1@niad.ac.jp 
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解説が与えられている箇所を、簡単な用語解説を含めて表の形で示した。 

東京大学教養学部統計学教室  編 

・『統計学入門』基礎統計学Ⅰ，東京大学出版会，1991． 

・『人文・社会科学の統計学』基礎統計学Ⅱ，東京大学出版会，1994． 

・『自然科学の統計学』基礎統計学Ⅲ，東京大学出版会，1992． 

※  以下においては、『統計学入門』を『入門』、『人文・社会科学の統計学』を『人文・社会』、『自然科学 

　の統計学』は『自然科学』と省略する。 
 

第Ⅱ章 

本検証における統計手法・用語について 

本検証結果報告書において利用した統計手法、用語については、以下の書籍によって全体
的な理解を得ることができる。また、個別の分析における分析手法、用語等に関して定義、

項 用語 参考文献・解説 
2.1, 3 χ2 検定 『入門』第 12 章 
2.1, 3 t 検定 『入門』第 12 章 

第Ⅲ章 

1. 中期目標の達成状況評価に関する分析 

項 用語 参考文献・解説 
1.1 水準 『人文・社会科学』第 13 章 

1.1 二元配置分散分析（対応あり） 『自然科学』第３章「繰り返しのない２元配置」 

1.1 主効果 『自然科学』第３章,第５章 

1.1 有意 『入門』第 12 章 

1.1 F 『入門』記号表 

1.1 p 『入門』記号表 

1.1 ηp2 分散分析で用いられる効果量の一種 

1.1 交互作用 『自然科学』第３章 

1.1 単純主効果の検定 交互作用が見られた場合に水準ごとに個別に差
を調べる方法 

1.1 Bonferroni 法による多重比較 複数の群が分散分析で見られたときに、どの水
準間で差が見られたかを明らかにする手法の一
種 

1.2 度数 『入門』第２章 
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2. 学部・研究科等の現況分析に関する分析 

項 用語 参考文献・解説 
2.1 二元配置分散分析（混合計画） ２つの要因（一方に対応があり、もう一方に対応

がない）がある場合の分散分析 
2.1, 2.2 被験者内要因 同じ対象に対して繰り返し測定がなされている

要因 
2.1 被験者間要因 水準ごとに異なった対象に対して測定されてい

る要因 
2.1, 2.2 水準 『人文・社会科学』第 13 章 

2.1, 2.2 有意 『入門』第 12 章 

2.1, 2.2 Bonferroni 法による多重比較 複数の群が分散分析で見られたときに、どの水

準間で差が見られたかを明らかにする手法の一

種 

2.1 標準誤差 『入門』第 13 章 

2.1, 2.2 主効果 『自然科学』第３章,第５章 

2.1, 2.2 F 『入門』記号表 

2.1, 2.2 p 『入門』記号表 

2.1, 2.2 ηp2 分散分析で用いられる効果量の一種 

2.1, 2.2 交互作用 『自然科学』第３章 

2.1 効果量 『人文・社会科学』第 13 章 

2.2 二元配置分散分析（対応あり） 『自然科学』第３章「繰り返しのない２元配置」 

2.2 対応のあるデータ 同じ対象に対して複数の条件下で測定を行った
データのこと 

2.2 球面性の仮定 被験者内要因の分散分析を適用する際に前提と
される分散の等質性に関する仮定 

2.2 Greenhouse-Geisser の方法によ
る自由度の補正 

球面性の仮定が保持されない場合に、自由度を
調整するための手法の一種 

2.2 自由度 『入門』第 9 章 
自由に動ける変数の数 

2.2 単純主効果の検定 交互作用が見られた場合に水準ごとに個別に差
を調べる方法 

3. 研究業績水準判定に関する分析 

項 用語 参考文献・解説 
3.1 信頼性 『人文・社会科学』第 12 章 

3.1 順序尺度 『入門』第２章 

3.2 階級 『入門』第２章 

3.2 標準偏差 『入門』第１章，第５章 
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4. データ分析集と評価結果の関係 

項 用語 参考文献・解説 
4.1, 4.2 相関係数 『入門』第１章，第３章 

4.1 比尺度 『入門』第２章 

4.1 順序尺度 『入門』第２章 

4.2 有意 『入門』第 12 章 

 
また、さらに詳しい解説は総務省統計局が公開している用語集や日本産業規格を参照さ

れたい。 
 

●総務省統計局（https://www.stat.go.jp/index.html） 
統計学習の指導に携わる教員に向けた「統計学習の指導のために」の補助教材（基本用語集） 
児童・生徒向け学習コンテンツ「なるほど統計学園」内の参考資料（統計用語辞典） 

 
●日本産業規格 

JIS Z 8101-1（統計－用語及び記号－第１部：一般統計用語及び確率で用いられる用語） 
JIS Z 8101-2（統計－用語及び記号－第２部：統計の応用） 
JIS Z 8101-3（統計－用語と記号－第３部：実験計画法） 

参考 60




